
 月次レポート（販売用資料） 作成基準日：2024年3月29日

　基準価額の推移 （2023.3.22～2024.3.29） 　基準価額・純資産総額の実績

　分配実績（１万口当たり、課税前）
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　資産構成

■当ファンドの資産構成比率
バンガード・トータルストックマーケット・ＥＴＦ
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合計

※当ファンドの掲載ページはこちら PayPayアセットマネジメント
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※ 基準価額は信託報酬等控除後のものです。10,000口当たりで表示しています。
※ 分配金込み基準価額は、課税前分配金を決算日の基準価額で全額再投資したと仮定した基準価額です。
※ ファンドの騰落率(小数点第2位以下を四捨五入)は、 課税前分配金を決算日の基準価額で全額再投資したと仮定した場合の騰落率です。税金、手数料等を考慮してお

りませんので、投資家の皆様の実際の投資成果を示すものではありません。また、データは過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※ ベンチマークはCRSP USトータル・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）です。当ファンドの設定日（2023年3月22日）と同日付の現地のインデックス値を円換算

したものを10,000として指数化しています。ベンチマークは公表されたインデックス値を基に当社がTTMで円換算しています。
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【ファンドの特色】
 米国の株式を主要投資対象とし、CRSP USトータル・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）に概ね連動する投資成果を目指して運用

を行ないます。
※下記【指数等について】をご参照ください。

• 米国の企業の株式への投資は、上場投資信託証券であるバンガード・トータルストックマーケット・ＥＴＦ（以下、「投資信託証券」という場合
があります。）を通じて行ないます。なお、投資信託証券への投資に代えて、株価指数先物取引を利用する場合があります。

• 米国の企業の株式を主要投資対象とする投資信託証券の投資割合は、原則として高位を保ちます。
 外貨建資産（投資信託証券を通じて実質的に組入れる外貨建資産を含みます。）については、原則として為替ヘッジを行ないません。

追加型投信／海外／株式／インデックス型

PayPay投資信託インデックス アメリカ株式

期間騰落率

※ 比率は月末時点の純資産総額に対する評価額の割合を記載しています。小数
点第2位以下を四捨五入して表示しています。

※ 月末に追加設定があった場合、一時的に投資信託証券の組入比率が100％を
超えることがあります。

【指数等について】
• CRSP USトータル・マーケット・インデックスは、米国株式市場の投資可

能銘柄のほぼ全てを対象とした株価指数です。
CRSP USトータル・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）は、
CRSP USトータル・マーケット・インデックス（配当込み、米ドルベース）
をもとに、わが国の対顧客電信売買相場の仲値を用いて委託会社が
円ベースに換算したものです。

• 投資信託証券の選定等は、運用実績（インデックスのパフォーマンスの
安定性や投資信託証券のインデックスへの連動性等をいいます。以下、
同じ。）等を勘案した上で行ないます。なお、投資信託証券は、運用
実績等を勘案し、委託会社の判断により変更となる場合があります。
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　組み入れている投資信託証券の資産構成／株式組入状況

■株式組入上位10銘柄 ■株式組入上位10業種
組入銘柄数

1 1
2 2
3 3
4 4
5 5
6 6
7 7
8 8
9 9
10 10

　ファンド・マネージャーのコメント

（2024年2月29日時点）

銘柄名 業種 比率 業種 比率 3,731

Apple Inc. テクノロジー 5.4% 一般消費財 14.5%
Microsoft Corp. テクノロジー 6.2% テクノロジー 32.3%

Amazon.com Inc. 一般消費財 3.3% ヘルスケア 12.0%
NVIDIA Corp. テクノロジー 3.8% 資本財 13.0%

Alphabet Inc. Class A テクノロジー 1.7% 生活必需品 4.5%
Meta Platforms, Inc. Class A テクノロジー 2.2% 金融 10.7%

Alphabet Inc. Class C テクノロジー 1.4% 不動産 2.8%
Berkshire Hathaway Inc. Class B 金融 1.5% エネルギー 3.9%

Broadcom Inc. テクノロジー 1.2% 素材 1.9%
Eli Lilly & Co. ヘルスケア 1.3% 公共事業 2.5%

※投資対象ファンドである「バンガード・トータルストックマーケット・ＥＴＦ」の組入状況です。バンガード社HP、ブルームバーグデータをもとに弊社作成。
※各組入比率は、小数点第2位以下を四捨五入しています。

【米国株式市況】
3月の米国株は底堅い動きとなりました。月初は、1月の米個人消費支出（PCE）物価指数が前年同月比＋2.4％と低い伸びに止まったことや、
米長期金利が低下したことなどが買い材料視され、上昇して始まったものの、雇用統計など重要指標の発表を控えて売り先行の動きとなったことか
ら反落しました。その後も、足元の相場上昇を受けて利食い売り圧力が高まったことや、2月の消費者物価指数（CPI）、卸売物価指数
（PPI）の伸びが加速したことなどが株価の押し下げ材料となった一方、インフレ低下に対する確信は、「そう遠くない」将来に得られるとのパウエル
米連邦準備理事会（FRB）議長の議会証言を受けて買い安心感が高まるなど、一進一退の展開となりました。中旬以降は、ハイテク銘柄中
心に買いが入ったことや、米連邦公開市場委員会（FOMC）で年内3回の利下げ見通しが維持されたことなどを背景に、米国株は上昇基調に
転じました。月末にかけても、利食い売りをこなしながら上値追いの展開となり、ダウ工業株30種平均やS&P500種株価指数などの主要株価指
数が史上最高値を更新しました。

【相場見通し】
米国株はレンジ内の動きを予想しています。米景気のソフトランディングや半導体需要の拡大に対する期待感が相場を支える展開となりそうです。
一方、物価指標の上振れを受けてインフレの粘着性が意識され、早期の利下げ期待が後退する局面や、長期金利の上昇を受けて割高な主力
のハイテク株が調整する場面も想定されます。

●「CRSP USトータル・マーケット・インデックス」について

CRSP®インデックスデータはThe Center for Research in Security Prices, LLC (CRSP®)及び第三者のサプライヤーが独占的所有権を有して
おります。PayPayアセットマネジメント株式会社はその使用に関する許諾を受けておりますが、当該インデックスデータに関する知的財産権はCRSP®が所
有しライセンスされたものであり、今後も継続します。 CRSP®、シカゴ大学、シカゴ大学ブース・スクール・オブ・ビジネスは、当ファンドを提供、推薦、販売、
宣伝するものではなく、当ファンドへの投資の妥当性について何らの表明を行うものではありません。
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　投資リスク

※基準価額の変動要因は上記に限定されているものではありません。

　お申し込みメモ

購入・換金申込不可日
購入・換金の申込日が以下の日と同日の場合は、原則として購入・換金の申込みを受付けないものとします。
・ニューヨークの銀行の休業日
・ニューヨーク証券取引所の休業日

為替リスク 外貨建資産（投資信託証券を通じて実質的に組入れる外貨建資産を含みます。）に対し原則として為替ヘッジを行な
いませんので、為替相場の変動により当ファンドの基準価額が影響を受けます。

カントリー・リスク
発行国の政治、経済および社会情勢の変化により、金融・証券市場が混乱し、金融商品等の価格が大きく変動する可
能性があります。また、法制度や決済制度、政府規制、税制、送金規制等の変化により、運用の基本方針に沿った運用
を行なうことが困難になる可能性があります。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします（ファンドの基準価額は１万口当たりで表示しています。）。

株価変動リスク 一般に、株式の価格は経済・政治情勢や発行企業の業績等の影響を受け変動しますので、当ファンドが実質的に組入
れている株式の価格が変動し、損失を被るリスクがあります。

申込締切時間 午後３時までとします。
換金代金 換金代金は、換金申込受付日から起算して５営業日目から販売会社でお支払いします。

購入単位 最低単位を１円単位または１口単位として販売会社が定める単位とします。
購入価額
購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。
換金単位 最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。
換金価額

課税関係
課税上は、株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度（NISA）の適
用対象であり、2024年１月１日以降は一定の要件を満たした場合にＮＩＳＡの適用対象となります。詳しくは、販売
会社にお問い合わせください。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

収益分配
原則として、年１回の決算日に、収益分配方針に基づいて分配を行ないます。
当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金受取コース」があります。なお、お取扱い可能なコースおよびコース名につ
いては異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせください。

株式先物取引による
運用に伴うリスク

株式先物取引の価格は、様々な要因（株価水準、政治・経済・社会情勢、金融・証券市場の動向、貿易動向等）
に基づき変動します。先物市場の変動の影響を受け、基準価額が下落し、投資元本を下回ることがあります。

信託期間 無期限です（2023年3月22日当初設定）。
繰上償還 受益権の口数が10億口を下ることとなった場合等には、繰上償還となる場合があります。
決算日 原則として、毎年4月15日に決算を行ないます。なお、当該日が休日の場合は翌営業日とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行なうため、換金の金額に制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、購入･換金のお
申込みの受付を中止することがあります。

基準価額の主な変動要因について

当ファンドは、上場投資信託証券を通じて、主として株式など値動きのある有価証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リ
スクもあります。）に実質的に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、基準
価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。当ファンドの運用による損益は、全て投資者の皆様に帰属しま
す。なお、投資信託は預貯金と異なります。
＜主な変動要因＞

その他のご留意点

■基準価額の動きの留意事項について
当ファンドはCRSP USトータル・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）に概ね連動する投資成果を目指して運用を行ないます。ただし、主として以
下の要因等により、運用目標が達成できない場合がありますので、ご留意ください。
• 上場投資信託証券の約定価格と基準価額の算出に使用する上場投資信託証券の価格に差が生じた場合
• 上場投資信託証券や株価指数先物取引を利用した場合において、上場投資信託証券や株価指数先物取引の価格と連動対象指数の値動きに差

が生じた場合
• 上場投資信託証券、株価指数先物取引の最低取引単位の影響
• 売買委託手数料、信託報酬、監査報酬等の負担
• 連動対象指数の採用銘柄の変更や指数の算出方法の変更等による影響
• 大幅な変動や急激な変動、流動性の低下等により、必要な取引数量のうち全部または一部が取引不成立となった場合

• 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
• 当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に

組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの
影響を及ぼす可能性や、換金のお申込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
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　お客様にご負担いただく主な費用

■ お客様に直接ご負担いただく費用

■ 保有期間中に間接的にご負担いただく費用

※手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

　委託会社その他関係法人

委託会社

受託会社

販売会社

配分(税抜)

① 法定開示に係る費用、公告に係る費用、信託財産の監査に係る費用、法律顧問、税務顧問に対する報酬等は、信
    託財産中から支払われる場合があります。これらの報酬等は、信託報酬の支払いと同一の時期に信託財産中から支
 　 払われます。
② 有価証券売買時の売買委託手数料、借入金の利息、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、
    外貨建資産の保管等に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息等がお客様の保有期間中、その都度信託
　　財産中から支払われます。
※ 上記①および②の費用等については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を示すことができません。

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

運用管理費用
（信託報酬）

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.0506％（税抜年
0.046％）の率を乗じて得た額です。
委託会社、販売会社、受託会社間の配分および役務の内容については次のとおりです。

役務の内容

委託会社

投資対象とする投資信託証券の運用管理費用（信託報酬）等を加えた場合、当該運用管理費用等と信託報酬の
合計は、年0.0806％程度になります。なお、当該合計は、投資信託証券の実際の組入状況等により変動します。ま
た、投資対象とする投資信託証券の変更等（投資対象とする投資信託証券の運用管理報酬等の変更を含みま
す。）により今後変更となる場合があります。
上記の信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終了日が休業日の場合は、翌営業日としま
す。）、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支払われます。

その他の費用・
手数料

年0.015％ 資金の運用の対価

販売会社 年0.015％ 運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情
報提供等の対価

受託会社 年0.016％ 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価

PayPayアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第387号
加入協会：一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会／ 一般社団法人第二種金融商品取引業協会
信託財産の運用指図等を行ないます。

みずほ信託銀行株式会社
信託財産の管理業務等を行ないます。

募集・販売の取扱い、一部解約の実行の請求の受付ならびに収益分配金・償還金・一部解約金の支払いの取扱い等を行ないます。

当資料はPayPayアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。当資料は、
信頼できると判断した情報に基づいて作成していますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。当資料中に記載している内
容、数値、図表、意見等は資料作成時点のものであり、今後予告なく変更することがあります。当資料中で使用している各指数に関する著
作権、知的所有権その他一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしくは公表元に帰属します。当資料中のいかなる内容も将来の投資収益を
示唆ないし保証するものではありません。信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドの取得のお
申込みに当たっては、販売会社から目論見書等をお渡しいたしますので、必ず内容をご確認のうえお客さまご自身でご判断くださいますよ
うお願い申し上げます。投資信託は、預貯金や保険契約にはあたりませんので、預金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。また、銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は投資者保護基金の補償の対象ではありません。当ファンドは、課税上、株
式投資信託として取り扱われます。

◆本資料のご利用についてのご留意事項
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（月次レポート）

　販売会社一覧

（お取扱い開始日順、お取扱い開始日が同一の場合、五十音順）

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 〇 〇

販売会社 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物取引

業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

PayPay証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号 〇

お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。
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